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01 日の出町木造住宅耐震診断費助成金の概要 

助成額 助成対象 

予算の範囲内において、診断

機関が行った耐震診断に要す

る費用（消費税に係る部分を除

く。）の２分の１に相当する額で

２５，０００円を限度とする。 

町内に住所を有し、次に掲げる要件を備えている住宅（以下「助成対象住

宅」という。）を所有する個人とする。ただし、共有の建築物にあっては、 

共有者の全員によって合意された代表者とする。  

(1) 町内に昭和５６年５月３１日以前に建築された木造２階建て以下の戸

建て住宅であること。 

(2) 所有者が自ら利用するために延べ床面積の２分の１以上を居住の用

に供している住宅であること。 

0２ 日の出町木造住宅耐震改修費助成金の概要 

助成額 助成対象 

予算の範囲内において、耐震

改修に要した費用（消費税に係

る部分を除く。）の３分の１に相

当する額で３０万円を限度とす

る。この場合において、 当該助

成金の額に１，０００円未満の

端数があるときは、その端数を

切り捨てるものとする。 

耐震診断の結果、倒壊する可能性が高い又は倒壊する可能性があると診

断された住宅について、当該耐震改修を実施することにより一応倒壊し

ないことが判断できる住宅の所有者とする。ただし、共有の建築物にあ

っては、共有者の全員によって合意された代表者とする。 

助成の対象となる耐震改修工事は、当該工事に要する費用の額が３０万

円（消費税に係る部分を除く。）以上とする。 

助成は、同一の助成対象住宅に対して１回限りとする。 

０３ 日の出町住環境整備事業補助金の概要 

補助金額 補助対象 

改修工事の見積額（税別）又は

工事完了後の工事額（税別）の

いずれか少ない額の５％で、申

請者１世帯につき年１回限り、

最高１０万円（千円未満の金額

は切捨て）を補助します。 

（１）住宅本来の修繕・改築・外壁修繕、外まわり工事全般等による住環境

機能の維持・向上等を目的とした工事等 

（２）補助金交付が決定した後に着工し、各年度の定められた期日までに

工事完了届を提出できる工事 

（３）工事金額１０万円（税別）以上の工事 

※日の出町エコ住宅促進機器設置費補助金部分の工事は対象外となり

ます。 

※日の出町エコ住宅促進機器設置費補助金は、町内の総エネルギー使用

量の削減と、効率的な活用をめざし、住宅用の太陽エネルギー利用機器、

省エネ・創エネ設備を新たに設置、改修した場合に、その経費の一部を補

助いたします（過去に当町の太陽エネルギー利用機器に関する助成を受

けている方は、太陽エネルギー部分については対象外となります）。 
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０4 空家等活用促進区域指定が望まれる団地の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【空家等活用促進区域指定候補地】 

●日の出団地 

●フレッシュタウン日の出 

●三吉野パークタウン 

●落合ユートピアタウン 

●グリーンタウン 
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０5  東京都空き家ガイドブックの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０6  マイホーム借上げ制度の概要 

 

 

 

 

 

 

０7 住宅セーフティネット制度の概要 

 
 
 
 
 
 
 

【主な掲載内容】 

 空き家放置の問題点 

 空き家の適正な管理 

 空き家の有効活用 

 空き家の予防について 

 空き家の相談事例集 

【主な事例】 

 施設入居中の自宅や相続に関す
る相談事例 

 予期せず空き家の所有者になっ
た場合の管理事例 

 自分に一番適した利活用の方法
が分からない方の事例 

 道路に接しておらず建替えがで
きない場合の売却事例 

50 歳以上の方が所有 

している住宅をＪTI が 

借り上げ、転貸し、空室 

時も所有者に賃料を保 

証することで、住宅を 

売却せず、住み替えや 

老後の資金として活用 

できる制度。 

出典︓国⼟交通省資料

出典︓東京都資料

出典︓⼀般社団法⼈ＪＴＩ資料
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０8 福生市における空き家除却補助事業の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■補助対象空き家 

1. 昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工されたものであること。 

2. 居住の用に供しない状態で概ね 1 年以上経過していること。ただし、共同住宅にあっ

ては、全住戸のうち 2 分の 1 以上の住戸が居住の用に供していない状態で概ね 1

年以上経過していること。 

3. 地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する固定資産課税台帳に建物の種類

が居宅、長屋または共同住宅として登録があること。 

4. 建物に所有権以外の権利が存しないこと。 

5. 現住者がいないこと。 

6. 現に公共事業等の補償の対象となっていないこと。 

■補助金額 

 戸建て住宅の上限額：1 戸当たり 30 万円 

 長屋または共同住宅の上限額：1 棟当たり 100 万円 
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09 カシニワ制度の概要（千葉県柏市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■カシニワ制度により整備された「ふうせん広場」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

子どもたちや地域の方、東京大学の大学院生と一緒に住宅地の空地を広場にした事例です。みんなで芝生を貼

り、ベンチや遊具を配し、花壇スペースや畑スペースが整備されています。 

 
 

出典︓柏市資料

「カシニワ制度」とは、近所の空地を貴

重な資源と捉え、「地域全体で共有でき

る庭にする」、「里山をみんなで再生す

る」、「土地を借りて野菜を育てる」、「家

の庭をきれいにする」など、場所の特性

に応じた多様な活用タイプがあります。 

それぞれの空地活用を通して町全体

のガーデン化を促進し、空地を活用する

ことで人々がいきいきと暮らし、魅力あ

ふれる街にしていくことを目指して取り

組む制度です。 

 カシニワは、住民みなさんのお気持ち

や情報が出会うことで生まれます。この

出会いの場を「カシニワ情報バンク」と名

づけました。 
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10  栃木市における「あったか住まいるバンク」の仕組み 

 

 

 

 

 

 

11  全国版空き家・空き地バンクについて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国⼟交通省資料
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出典︓栃⽊市資料

関連する主な支援措置 

・自治会と連携した空家の早期発見・活用事業により空き家の適

正管理やバンクへの登録を促進（H29～） 

・空家バンクリフォーム補助：リフォーム工事費用補助（１/２、最大

50 万円） 

・家財処分費補助（1/2、最大 10 万円） 

空き家解体費補助金：解体工事費の一部を補助（1/2、最大 50

万円） 

農地付き空き家の売買・賃借等の促進：遊休農地の活用、移住定

住の促進（R3.4～） 

・移住体験施設（2 か所）：移住や二地域居住検討者に最長 1 か月

貸出し 等 

・空き家等の情報を市のホーム

ページで公開し、「売りたい貸し

たい」方と、「買いたい借りたい」

方の仲介を行う制度 

年度 R1 R2 R3 

物件登録数 112 106 95 

物件成約件数 95 90 76 

 

市内 48 58 40 

市外 47 32 36 

利用登録者数 354 331 468 

 

市内 167 146 158 

市外 187 185 310 

 

■あったか住まいるバンクの実績 
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12  日野市における所有者不明土地・建物管理命令を活用した 

空き家解消例 
（令和 5 年 12 月 12 日プレスリリース資料より） 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5 年 4 月 1 日に施行された改正民法の規定に基づき、所有者不明の土地・建物につ

いて、地方裁判所に「所有者不明土地・建物管理命令※」の申し立てを令和 5 年 6 月 13 日に

行いました。これは都内の自治体では初となり、全国では 6 番目となります。 

申し立ての結果、令和 5 年 10 月 27 日付けで裁判所より管理人（弁護士）が選任され、令

和 5 年度中の売却等を目指し、所有者不明の空き家状態を解消する予定です。 

※所有者不明土地・建物管理命令とは、所有者を知ることができず、またはその所在を知ることができない土

地や建物について、管理の必要性があるときに、裁判所が、管理人を選任し、その建物の管理を命令する処

分。選任された管理人は、裁判所の許可を得て、売却ができる。 

※本件申し立ての対象は、1 筆(66.14 ㎡)、1 棟(木造 2 階建て：54.53 ㎡)の土地及び建物です。 

■制度の概要 

【従来】 

 所有者の所在が不明な場合、不在者財産管理人を家庭裁判所に申し立て、管理人として弁護

士等が選任される。 裁判所の許可が得られれば、売却処分ができるものの、財産が無くなるま

で弁護士の業務が永続的に発生する。 不在者が帰来するまで予納金（通常 50 万円程度だ

が案件によって異なる）の返還が望めない※1 

 ※1：一般財源での負担で費用の回収が見込めないことが懸念事項であったが、以下に示す 2 つの選択肢を

取れるようになった 

【改正後（1）】 

 所有者の所在が不明な場合、不在者財産管理人を家庭裁判所に申し立て、管理人として弁護

士等が選任される。 裁判所の許可が得られれば、売却処分を実施できる。 また、すべての財

産の清算後なお残額がある場合は、予納金の返還が受けられる。残金がある場合は、裁判所

に供託することで管理人の業務は終了する。  

【改正後（2）】 

所有者の所在が不明な場合、所有者不明土地・建物管理命令を地方裁判所に申し立て、管理

人として弁護士等が選任される。裁判所の許可が得られれば、売却処分を実施できる。また、

残金がある場合は、裁判所に供託することで管理人の業務は終了する。財産の清算後なお残

額がある場合は、予納金の返還が受けられる。（1）との違いは、（1）は不在者の財産をすべて

（預金・株券・負債などの動産）を管理しなければならないのに対して、（2）は土地・建物単位で

管理人がつくためその他の財産を管理する必要がないといった違いがあり、（2）の方が、財産

に関する調査の手間などがないため一般的には予納金が低額で済む。 

日野市ホームページより転記（https://www.city.hino.lg.jp/press/1024967/1025533.html）
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13  空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法 
平成⼆⼗六年法律第百⼆⼗七号   

（令和五年法律第五⼗号による改正） 
⽬次 

第⼀章 総則（第⼀条―第⼋条） 
第⼆章 空家等の調査（第九条―第⼗⼀条） 
第三章 空家等の適切な管理に係る措置（第⼗⼆条―第⼗四条） 
第四章 空家等の活⽤に係る措置（第⼗五条―第⼆⼗⼀条） 
第五章 特定空家等に対する措置（第⼆⼗⼆条） 
第六章 空家等管理活⽤⽀援法⼈（第⼆⼗三条―第⼆⼗⼋条） 
第七章 雑則（第⼆⼗九条） 
第⼋章 罰則（第三⼗条） 
附則 
 

第⼀章 総則 
（⽬的） 
第⼀条 この法律は、適切な管理が⾏われていない空家等が防災、衛⽣、景観等の地域

住⺠の⽣活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住⺠の⽣命、⾝体⼜は
財産を保護するとともに、その⽣活環境の保全を図り、あわせて空家等の活⽤を促進
するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を
含む。第⼗条第⼆項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等
に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策
を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与すること
を⽬的とする。 

（定義） 
第⼆条 この法律において「空家等」とは、建築物⼜はこれに附属する⼯作物であって

居住その他の使⽤がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（⽴⽊その他
の⼟地に定着する物を含む。第⼗四条第⼆項において同じ。）をいう。ただし、国⼜は
地⽅公共団体が所有し、⼜は管理するものを除く。 

2  この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危
険となるおそれのある状態⼜は著しく衛⽣上有害となるおそれのある状態、適切な管
理が⾏われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の⽣活環境
の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をい
う。 

（国の責務） 
第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 
2  国は、地⽅公共団体その他の者が⾏う空家等に関する取組のために必要となる情報

の収集及び提供その他の⽀援を⾏うよう努めなければならない。 
3  国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活

⽤の促進に関し、国⺠の理解を深めるよう努めなければならない。 
（地⽅公共団体の責務） 
第四条 市町村は、第七条第⼀項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空
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家等に関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努め
なければならない。 

2  都道府県は、第七条第⼀項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施そ
の他空家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対す
る情報の提供及び技術的な助⾔、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を⾏うよ
う努めなければならない。 

（空家等の所有者等の責務） 
第五条 空家等の所有者⼜は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の⽣活環境に

悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国⼜は地⽅公共団
体が実施する空家等に関する施策に協⼒するよう努めなければならない。 

（基本指針） 
第六条 国⼟交通⼤⾂及び総務⼤⾂は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施

するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 
2  基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⼀ 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 
⼆ 次条第⼀項に規定する空家等対策計画に関する事項 
三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 
四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

3  国⼟交通⼤⾂及び総務⼤⾂は、基本指針を定め、⼜はこれを変更するときは、あら
かじめ、関係⾏政機関の⻑に協議するものとする。 

4  国⼟交通⼤⾂及び総務⼤⾂は、基本指針を定め、⼜はこれを変更したときは、遅滞
なく、これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 
第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた

め、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」
という。）を定めることができる。 

2  空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
⼀ 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家

等に関する対策に関する基本的な⽅針 
⼆ 計画期間 
三 空家等の調査に関する事項 
四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 
五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活⽤の

促進に関する事項 
六 特定空家等に対する措置（第⼆⼗⼆条第⼀項の規定による助⾔若しくは指導、同条

第⼆項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令⼜は同条第九項から第⼗⼀
項までの規定による代執⾏をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関す
る事項 

七 住⺠等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 
⼋ 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 
九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

3  前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空
家等の数及びその分布の状況、その活⽤の状況その他の状況からみて当該区域におけ
る経済的社会的活動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活⽤が必
要となると認められる区域（以下「空家等活⽤促進区域」という。）並びに当該空家等
活⽤促進区域における空家等及び空家等の跡地の活⽤の促進を図るための指針（以下
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「空家等活⽤促進指針」という。）に関する事項を定めることができる。 
⼀ 中⼼市街地の活性化に関する法律（平成⼗年法律第九⼗⼆号）第⼆条に規定する

中⼼市街地 
⼆ 地域再⽣法（平成⼗七年法律第⼆⼗四号）第五条第四項第⼋号に規定する地域再⽣

拠点 
三 地域再⽣法第五条第四項第⼗⼀号に規定する地域住宅団地再⽣区域 
四 地域における歴史的⾵致の維持及び向上に関する法律（平成⼆⼗年法律第四⼗号）

第⼆条第⼆項に規定する重点区域 
五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機

能を有する区域として国⼟交通省令・総務省令で定める区域 
4  空家等活⽤促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

⼀ 空家等活⽤促進区域における空家等及び空家等の跡地の活⽤に関する基本的な事項 
⼆ 空家等活⽤促進区域における経済的社会的活動の促進のために活⽤することが必

要な空家等の種類及び当該空家等について誘導すべき⽤途（第⼗六条第⼀項及び第
⼗⼋条において「誘導⽤途」という。）に関する事項 

三 前⼆号に掲げるもののほか、空家等活⽤促進区域における空家等及び空家等の跡
地の活⽤を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

5  空家等活⽤促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適⽤建築物（空家等
活⽤促進区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和⼆⼗五年法律第⼆百⼀
号）第⼆条第⼀号に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）⼜
は空家等の跡地に新築する建築物をいう。次項及び第⼗項において同じ。）について第
⼗七条第⼀項の規定により読み替えて適⽤する同法第四⼗三条第⼆項（第⼀号に係る
部分に限る。次項において同じ。）の規定⼜は第⼗七条第⼆項の規定により読み替えて
適⽤する同法第四⼗⼋条第⼀項から第⼗三項まで（これらの規定を同法第⼋⼗七条第
⼆項⼜は第三項において準⽤する場合を含む。第九項において同じ。）の規定のただし
書の規定の適⽤を受けるための要件に関する事項を定めることができる。 

6  前項の第⼗七条第⼀項の規定により読み替えて適⽤する建築基準法第四⼗三条第⼆
項の規定の適⽤を受けるための要件（第九項及び第⼗七条第⼀項において「敷地特例
適⽤要件」という。）は、特例適⽤建築物（その敷地が幅員⼀・⼋メートル以上四メー
トル未満の道（同法第四⼗三条第⼀項に規定する道路に該当するものを除く。）に⼆メ
ートル以上接するものに限る。）について、避難及び通⾏の安全上⽀障がなく、かつ、
空家等活⽤促進区域内における経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善
に資するものとして国⼟交通省令で定める基準を参酌して定めるものとする。 

7  市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活⽤促
進区域内の住⺠の意⾒を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

8  市町村（地⽅⾃治法（昭和⼆⼗⼆年法律第六⼗七号）第⼆百五⼗⼆条の⼗九第⼀項
の指定都市及び同法第⼆百五⼗⼆条の⼆⼗⼆第⼀項の中核市を除く。）は、第三項に規
定する事項を定める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四⼗三年法律
第百号）第七条第⼀項に規定する市街化調整区域をいう。第⼗⼋条第⼀項において同
じ。）の区域を含む空家等活⽤促進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活⽤
促進区域の区域及び空家等活⽤促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議
をしなければならない。 

9  市町村は、空家等活⽤促進指針に敷地特例適⽤要件に関する事項⼜は第五項の第⼗
七条第⼆項の規定により読み替えて適⽤する建築基準法第四⼗⼋条第⼀項から第⼗三
項までの規定のただし書の規定の適⽤を受けるための要件（以下「⽤途特例適⽤要件」
という。）に関する事項を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家
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等活⽤促進区域内の建築物について建築基準法第四⼗三条第⼆項第⼀号の規定による
認定⼜は同法第四⼗⼋条第⼀項から第⼗三項まで（これらの規定を同法第⼋⼗七条第
⼆項⼜は第三項において準⽤する場合を含む。第⼗七条第⼆項において同じ。）の規定
のただし書の規定による許可の権限を有する特定⾏政庁（同法第⼆条第三⼗五号に規
定する特定⾏政庁をいう。以下この項及び次項において同じ。）と協議をしなければな
らない。この場合において、⽤途特例適⽤要件に関する事項については、当該特定⾏
政庁の同意を得なければならない。 

10 前項の規定により⽤途特例適⽤要件に関する事項について協議を受けた特定⾏政庁
は、特例適⽤建築物を⽤途特例適⽤要件に適合する⽤途に供することが空家等活⽤促
進区域における経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めると
きは、同項の同意をすることができる。 

11  空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第⼗六条第⼀項及
び第⼗⼋条第⼀項において同じ。）は、都市計画法第六条の⼆の都市計画区域の整備、
開発及び保全の⽅針及び同法第⼗⼋条の⼆の市町村の都市計画に関する基本的な⽅針
との調和が保たれたものでなければならない。 

12  市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならな
い。 

13 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提
供、技術的な助⾔その他必要な援助を求めることができる。 

14 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準⽤する。 
（協議会） 
第⼋条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を⾏うため

の協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 
2   協議会は、市町村⻑（特別区の区⻑を含む。以下同じ。）のほか、地域住⺠、市町村の

議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、⽂化等に関する学識経験者その他の市町村
⻑が必要と認める者をもって構成する。 

3  前⼆項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 
 

第⼆章 空家等の調査 
（⽴⼊調査等） 
第九条 市町村⻑は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者

等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施⾏のために必要な調査を⾏
うことができる。 

2   市町村⻑は、第⼆⼗⼆条第⼀項から第三項までの規定の施⾏に必要な限度において、
空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、⼜はその職員若し
くはその委任した者に、空家等と認められる場所に⽴ち⼊って調査をさせることができ
る。 

3  市町村⻑は、前項の規定により当該職員⼜はその委任した者を空家等と認められる
場所に⽴ち⼊らせようとするときは、その五⽇前までに、当該空家等の所有者等にそ
の旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難で
あるときは、この限りでない。 

4  第⼆項の規定により空家等と認められる場所に⽴ち⼊ろうとする者は、その⾝分を
⽰す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提⽰しなければならない。 

5  第⼆項の規定による⽴⼊調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し
てはならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利⽤等） 
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第⼗条 市町村⻑は、固定資産税の課税その他の事務のために利⽤する⽬的で保有する
情報であって⽒名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施
⾏のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利⽤の⽬的以外の⽬
的のために内部で利⽤することができる。 

2  都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているも
ののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために
利⽤する⽬的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等
に関するものについて、当該特別区の区⻑から提供を求められたときは、この法律の
施⾏のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を⾏うものとする。 

3  前項に定めるもののほか、市町村⻑は、この法律の施⾏のために必要があるときは、
関係する地⽅公共団体の⻑、空家等に⼯作物を設置している者その他の者に対して、
空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 
第⼗⼀条 市町村は、空家等（建築物を販売し、⼜は賃貸する事業を⾏う者が販売し、

⼜は賃貸するために所有し、⼜は管理するもの（周辺の⽣活環境に悪影響を及ぼさな
いよう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第⼗五条に
おいて同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握す
るために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 
第三章 空家等の適切な管理に係る措置 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 
第⼗⼆条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者

に対し、情報の提供、助⾔その他必要な援助を⾏うよう努めるものとする。 
（適切な管理が⾏われていない空家等の所有者等に対する措置） 
第⼗三条 市町村⻑は、空家等が適切な管理が⾏われていないことによりそのまま放置

すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当
該状態にあると認められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対
し、基本指針（第六条第⼆項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管
理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防⽌するために必要な措置を
とるよう指導をすることができる。 

2  市町村⻑は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等
の状態が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが
⼤きいと認めるときは、当該指導をした者に対し、修繕、⽴⽊⽵の伐採その他の当該
管理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防⽌するために必要な具体
的な措置について勧告することができる。 

（空家等の管理に関する⺠法の特例） 
第⼗四条 市町村⻑は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認める

ときは、家庭裁判所に対し、⺠法（明治⼆⼗九年法律第⼋⼗九号）第⼆⼗五条第⼀項
の規定による命令⼜は同法第九百五⼗⼆条第⼀項の規定による相続財産の清算⼈の選
任の請求をすることができる。 

2  市町村⻑は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要がある
と認めるときは、地⽅裁判所に対し、⺠法第⼆百六⼗四条の⼋第⼀項の規定による命
令の請求をすることができる。 

3  市町村⻑は、管理不全空家等⼜は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必
要があると認めるときは、地⽅裁判所に対し、⺠法第⼆百六⼗四条の九第⼀項⼜は第
⼆百六⼗四条の⼗四第⼀項の規定による命令の請求をすることができる。 
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第四章 空家等の活⽤に係る措置 
（空家等及び空家等の跡地の活⽤等） 
第⼗五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（⼟地を販売し、⼜は賃貸する事業を⾏

う者が販売し、⼜は賃貸するために所有し、⼜は管理するものを除く。）に関する情報
の提供その他これらの活⽤のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（空家等の活⽤に関する計画作成市町村の要請等） 
第⼗六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の⻑は、

空家等活⽤促進区域内の空家等（第七条第四項第⼆号に規定する空家等の種類に該当
するものに限る。以下この条において同じ。）について、当該空家等活⽤促進区域内の
経済的社会的活動の促進のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等
に対し、当該空家等について空家等活⽤促進指針に定められた誘導⽤途に供するため
に必要な措置を講ずることを要請することができる。 

2  計画作成市町村の⻑は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると
認めるときは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利
の処分についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（建築基準法の特例） 
第⼗七条 空家等対策計画（敷地特例適⽤要件に関する事項が定められたものに限る。）

が第七条第⼗⼆項（同条第⼗四項において準⽤する場合を含む。）の規定により公表さ
れたときは、当該公表の⽇以後は、同条第六項に規定する特例適⽤建築物に対する建
築基準法第四⼗三条第⼆項第⼀号の規定の適⽤については、同号中「、利⽤者」とあ
るのは「利⽤者」と、「適合するもので」とあるのは「適合するもの⼜は空家等対策の
推進に関する特別措置法（平成⼆⼗六年法律第百⼆⼗七号）第七条第⼗⼆項（同条第
⼗四項において準⽤する場合を含む。）の規定により公表された同条第⼀項に規定する
空家等対策計画に定められた同条第六項に規定する敷地特例適⽤要件に適合する同項
に規定する特例適⽤建築物で」とする。 

2  空家等対策計画（⽤途特例適⽤要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七
条第⼗⼆項（同条第⼗四項において準⽤する場合を含む。）の規定により公表されたと
きは、当該公表の⽇以後は、同条第五項に規定する特例適⽤建築物に対する建築基準
法第四⼗⼋条第⼀項から第⼗三項までの規定の適⽤については、同条第⼀項から第⼗
⼀項まで及び第⼗三項の規定のただし書の規定中「特定⾏政庁が」とあるのは「特定
⾏政庁が、」と、「認め、」とあるのは「認めて許可した場合」と、同条第⼀項ただし書
中「公益上やむを得ない」とあるのは「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成
⼆⼗六年法律第百⼆⼗七号）第七条第⼗⼆項（同条第⼗四項において準⽤する場合を
含む。）の規定により公表された同条第⼀項に規定する空家等対策計画に定められた同
条第九項に規定する⽤途特例適⽤要件（以下この条において「特例適⽤要件」という。）
に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第⼆項から第
⼗⼀項まで及び第⼗三項の規定のただし書の規定中「公益上やむを得ない」とあるの
は「特例適⽤要件に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、
同条第⼗⼆項ただし書中「特定⾏政庁が」とあるのは「特定⾏政庁が、特例適⽤要件
に適合すると認めて許可した場合その他」とする。 

（空家等の活⽤の促進についての配慮） 
第⼗⼋条 都道府県知事は、第七条第⼗⼆項（同条第⼗四項において準⽤する場合を含

む。）の規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活⽤促進区域（市街
化調整区域に該当する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条
第⼗項に規定する建築物をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を
誘導⽤途に供するため同法第四⼗⼆条第⼀項ただし書⼜は第四⼗三条第⼀項の許可
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（いずれも当該建築物の⽤途の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条
第⼋項の協議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導⽤途としての活⽤の促進が図られる
よう適切な配慮をするものとする。 

2  前項に定めるもののほか、国の⾏政機関の⻑⼜は都道府県知事は、同項に規定する
空家等対策計画に記載された空家等活⽤促進区域内の空家等について、当該空家等を
誘導⽤途に供するため農地法（昭和⼆⼗七年法律第⼆百⼆⼗九号）その他の法律の規
定による許可その他の処分を求められたときは、当該空家等の活⽤の促進が図られる
よう適切な配慮をするものとする。 

（地⽅住宅供給公社の業務の特例） 
第⼗九条 地⽅住宅供給公社は、地⽅住宅供給公社法（昭和四⼗年法律第百⼆⼗四号）

第⼆⼗⼀条に規定する業務のほか、空家等活⽤促進区域内において、計画作成市町村
からの委託に基づき、空家等の活⽤のために⾏う改修、当該改修後の空家等の賃貸そ
の他の空家等の活⽤に関する業務を⾏うことができる。 

2  前項の規定により地⽅住宅供給公社が同項に規定する業務を⾏う場合における地⽅住
宅供給公社法第四⼗九条の規定の適⽤については、同条第三号中「第⼆⼗⼀条に規定す
る業務」とあるのは、「第⼆⼗⼀条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別
措置法（平成⼆⼗六年法律第百⼆⼗七号）第⼗九条第⼀項に規定する業務」とする。 

（独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構の⾏う調査等業務） 
第⼆⼗条 独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構は、独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構法（平成⼗五年法

律第百号）第⼗⼀条第⼀項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づ
き、空家等活⽤促進区域内における空家等及び空家等の跡地の活⽤により地域におけ
る経済的社会的活動の促進を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を⾏
うことができる。 

（独⽴⾏政法⼈住宅⾦融⽀援機構の⾏う援助） 
第⼆⼗⼀条 独⽴⾏政法⼈住宅⾦融⽀援機構は、独⽴⾏政法⼈住宅⾦融⽀援機構法（平成⼗

七年法律第⼋⼗⼆号）第⼗三条第⼀項に規定する業務のほか、市町村⼜は第⼆⼗三条第⼀
項に規定する空家等管理活⽤⽀援法⼈からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活
⽤の促進に必要な資⾦の融通に関する情報の提供その他の援助を⾏うことができる。 

 
第五章 特定空家等に対する措置 

第⼆⼗⼆条 市町村⻑は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、
修繕、⽴⽊⽵の伐採その他周辺の⽣活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま
放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態⼜は著しく衛⽣上有害と
なるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項にお
いて同じ。）をとるよう助⾔⼜は指導をすることができる。 

2   市町村⻑は、前項の規定による助⾔⼜は指導をした場合において、なお当該特定空家
等の状態が改善されないと認めるときは、当該助⾔⼜は指導を受けた者に対し、相当
の猶予期限を付けて、除却、修繕、⽴⽊⽵の伐採その他周辺の⽣活環境の保全を図る
ために必要な措置をとることを勧告することができる。 

3  市町村⻑は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係
る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、
相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

4  市町村⻑は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置
を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意⾒書の提
出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者⼜はそ
の代理⼈に意⾒書及び⾃⼰に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 
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5  前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた⽇から五⽇以内に、市町村⻑
に対し、意⾒書の提出に代えて公開による意⾒の聴取を⾏うことを請求することがで
きる。 

6  市町村⻑は、前項の規定による意⾒の聴取の請求があった場合においては、第三項
の措置を命じようとする者⼜はその代理⼈の出頭を求めて、公開による意⾒の聴取を
⾏わなければならない。 

7  市町村⻑は、前項の規定による意⾒の聴取を⾏う場合においては、第三項の規定に
よって命じようとする措置並びに意⾒の聴取の期⽇及び場所を、期⽇の三⽇前までに、
前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

8  第六項に規定する者は、意⾒の聴取に際して、証⼈を出席させ、かつ、⾃⼰に有利
な証拠を提出することができる。 

9  市町村⻑は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命
ぜられた者がその措置を履⾏しないとき、履⾏しても⼗分でないとき⼜は履⾏しても
同項の期限までに完了する⾒込みがないときは、⾏政代執⾏法（昭和⼆⼗三年法律第
四⼗三号）の定めるところに従い、⾃ら義務者のなすべき⾏為をし、⼜は第三者をし
てこれをさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその
措置を命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確
知することができないとき（過失がなくて第⼀項の助⾔若しくは指導⼜は第⼆項の勧
告が⾏われるべき者を確知することができないため第三項に定める⼿続により命令を
⾏うことができないときを含む。）は、市町村⻑は、当該命令対象者の負担において、
その措置を⾃ら⾏い、⼜はその命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項に
おいて「措置実施者」という。）にその措置を⾏わせることができる。この場合におい
ては、市町村⻑は、その定めた期限内に命令対象者においてその措置を⾏うべき旨及
びその期限までにその措置を⾏わないときは市町村⻑⼜は措置実施者がその措置を⾏
い、当該措置に要した費⽤を徴収する旨を、あらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村⻑は、災害その他⾮常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状
態にある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、⽴⽊⽵の伐採その他周辺の⽣活
環境の保全を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第
⼋項までの規定により当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規
定にかかわらず、当該特定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を⾃ら
⾏い、⼜は措置実施者に⾏わせることができる。 

12 前⼆項の規定により負担させる費⽤の徴収については、⾏政代執⾏法第五条及び第
六条の規定を準⽤する。 

13 市町村⻑は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国
⼟交通省令・総務省令で定める⽅法により、その旨を公⽰しなければならない。 

14 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。
この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、⼜は妨
げてはならない。 

15 第三項の規定による命令については、⾏政⼿続法（平成五年法律第⼋⼗⼋号）第三
章（第⼗⼆条及び第⼗四条を除く。）の規定は、適⽤しない。 

16 国⼟交通⼤⾂及び総務⼤⾂は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を
図るために必要な指針を定めることができる。 

17 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国⼟交
通省令・総務省令で定める。 
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第六章 空家等管理活⽤⽀援法⼈ 
（空家等管理活⽤⽀援法⼈の指定） 
第⼆⼗三条 市町村⻑は、特定⾮営利活動促進法（平成⼗年法律第七号）第⼆条第⼆項

に規定する特定⾮営利活動法⼈、⼀般社団法⼈若しくは⼀般財団法⼈⼜は空家等の管
理若しくは活⽤を図る活動を⾏うことを⽬的とする会社であって、次条各号に掲げる
業務を適正かつ確実に⾏うことができると認められるものを、その申請により、空家
等管理活⽤⽀援法⼈（以下「⽀援法⼈」という。）として指定することができる。 

2  市町村⻑は、前項の規定による指定をしたときは、当該⽀援法⼈の名称⼜は商号、
住所及び事務所⼜は営業所の所在地を公⽰しなければならない。 

3  ⽀援法⼈は、その名称若しくは商号、住所⼜は事務所若しくは営業所の所在地を変
更するときは、あらかじめ、その旨を市町村⻑に届け出なければならない。 

4  市町村⻑は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公⽰し
なければならない。 

（⽀援法⼈の業務） 
第⼆⼗四条 ⽀援法⼈は、次に掲げる業務を⾏うものとする。 

⼀ 空家等の所有者等その他空家等の管理⼜は活⽤を⾏おうとする者に対し、当該空
家等の管理⼜は活⽤の⽅法に関する情報の提供⼜は相談その他の当該空家等の適切
な管理⼜はその活⽤を図るために必要な援助を⾏うこと。 

⼆ 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活⽤のために⾏う改修そ
の他の空家等の管理⼜は活⽤のため必要な事業⼜は事務を⾏うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を⾏うこと。 
四 空家等の管理⼜は活⽤に関する調査研究を⾏うこと。 
五 空家等の管理⼜は活⽤に関する普及啓発を⾏うこと。 
六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理⼜は活⽤を図るために必要な事業⼜は

事務を⾏うこと。 
（監督等） 
第⼆⼗五条 市町村⻑は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため

必要があると認めるときは、⽀援法⼈に対し、その業務に関し報告をさせることがで
きる。 

2  市町村⻑は、⽀援法⼈が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと
認めるときは、⽀援法⼈に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべき
ことを命ずることができる。 

3  市町村⻑は、⽀援法⼈が前項の規定による命令に違反したときは、第⼆⼗三条第⼀
項の規定による指定を取り消すことができる。 

4  市町村⻑は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公⽰しなければ
ならない。 

（情報の提供等） 
第⼆⼗六条 国及び地⽅公共団体は、⽀援法⼈に対し、その業務の実施に関し必要な情

報の提供⼜は指導若しくは助⾔をするものとする。 
2  市町村⻑は、⽀援法⼈からその業務の遂⾏のため空家等の所有者等を知る必要があ

るとして、空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等
関連情報」という。）の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必
要な限度で、当該⽀援法⼈に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

3  前項の場合において、市町村⻑は、⽀援法⼈に対し所有者等関連情報を提供すると
きは、あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本⼈（当該所有者
等関連情報によって識別される特定の個⼈をいう。）の同意を得なければならない。 
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4  前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば⾜りる。 
（⽀援法⼈による空家等対策計画の作成等の提案） 
第⼆⼗七条 ⽀援法⼈は、その業務を⾏うために必要があると認めるときは、市町村に

対し、国⼟交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成⼜は変
更をすることを提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当
該提案に係る空家等対策計画の素案を作成して、これを提⽰しなければならない。 

2  前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成
⼜は変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした⽀援法⼈に通知するもの
とする。この場合において、空家等対策計画の作成⼜は変更をしないこととするとき
は、その理由を明らかにしなければならない。 

（市町村⻑への要請） 
第⼆⼗⼋条 ⽀援法⼈は、空家等、管理不全空家等⼜は特定空家等につき、その適切な

管理のため特に必要があると認めるときは、市町村⻑に対し、第⼗四条各項の規定に
よる請求をするよう要請することができる。 

2  市町村⻑は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めると
きは、第⼗四条各項の規定による請求をするものとする。 

3  市町村⻑は、第⼀項の規定による要請があった場合において、第⼗四条各項の規定
による請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、
当該要請をした⽀援法⼈に通知するものとする。 

 
第七章 雑則 

第⼆⼗九条 国及び都道府県は、市町村が⾏う空家等対策計画に基づく空家等に関する
対策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費⽤に
対する補助、地⽅交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

2  国及び地⽅公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が⾏う空家等対策計画に
基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置
その他の措置を講ずるものとする。 

 
第⼋章 罰則 

第三⼗条 第⼆⼗⼆条第三項の規定による市町村⻑の命令に違反した者は、五⼗万円以
下の過料に処する。 

2  第九条第⼆項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、⼜は同項の規定
による⽴⼊調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、⼆⼗万円以下の過料に処する。 

 
附 則 

（施⾏期⽇） 
1  この法律は、公布の⽇から起算して三⽉を超えない範囲内において政令で定める⽇

から施⾏する。ただし、第九条第⼆項から第五項まで、第⼗四条及び第⼗六条の規定
は、公布の⽇から起算して六⽉を超えない範囲内において政令で定める⽇から施⾏す
る。 

（検討） 
2  政府は、この法律の施⾏後五年を経過した場合において、この法律の施⾏の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果
に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 
附 則 （令和五年六⽉⼀四⽇法律第五〇号） 抄 
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（施⾏期⽇） 
第⼀条 この法律は、公布の⽇から起算して六⽉を超えない範囲内において政令で定め

る⽇から施⾏する。ただし、附則第三条の規定は、公布の⽇から施⾏する。 
（経過措置） 
第⼆条 地⽅⾃治法の⼀部を改正する法律（平成⼆⼗六年法律第四⼗⼆号）附則第⼆条

に規定する施⾏時特例市に対するこの法律による改正後の空家等対策の推進に関する
特別措置法（以下この条において「新法」という。）第七条第⼋項及び第⼗⼋条第⼀項
の規定の適⽤については、新法第七条第⼋項中「及び同法」とあるのは「、同法」と、
「中核市」とあるのは「中核市及び地⽅⾃治法の⼀部を改正する法律（平成⼆⼗六年
法律第四⼗⼆号）附則第⼆条に規定する施⾏時特例市」とする。 

2  新法第⼆⼗⼆条第⼗項及び第⼗⼆項（同条第⼗項に係る部分に限る。）の規定は、こ
の法律の施⾏の⽇（以下この条及び附則第六条において「施⾏⽇」という。）以後に新
法第⼆⼗⼆条第⼗項後段の規定による公告を⾏う場合について適⽤し、施⾏⽇前にこ
の法律による改正前の空家等対策の推進に関する特別措置法（次項において「旧法」
という。）第⼗四条第⼗項後段の規定による公告を⾏った場合については、なお従前の
例による。 

3  新法第⼆⼗⼆条第⼗⼀項及び第⼗⼆項（同条第⼗⼀項に係る部分に限る。）の規定は、
施⾏⽇以後に同条第⼆項の規定による勧告を⾏う場合について適⽤し、施⾏⽇前に旧
法第⼗四条第⼆項の規定による勧告を⾏った場合については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 
第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施⾏に関し必要な経過措置（罰則に関す

る経過措置を含む。）は、政令で定める。 
（検討） 
第四条 政府は、この法律の施⾏後五年を⽬途として、この法律による改正後の規定に

ついて、その施⾏の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その
結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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